
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3 章  当該工事の設計根拠編 



 

第３章 当該工事の設計根拠編 

３－１ 設計決定根拠 

 下水道管渠の設計は、事業計画図書を基に設計フローシートの作業手順に沿っ

て行う。各作業項目の決定には、必ず設計決定根拠等を明記する。 

【解説】 

下水道管渠の設計は図 3-1-1の設計フローシートに沿って行う。各作業項目の決定は、

第２章設計編の各設計基準に準じて行い、その設計決定根拠を明記する。また、設計箇

所が耐震設計の対象となる管路施設であるかどうかを確認すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-1-1 下水道管渠設計フローシート 
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３－１－４ 管きょ布設工法の選定 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                         
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※ は、別途設計根拠を明記すること。 

管 きょ 布 設 工 法 の 選 定 P2-14

施 工 条 件 の 整 理 

①管径、管種、土被り、布設延長 
②道路及び周辺状況 
・住宅街、商店街、配慮すべき建物（学校、病院等）

・交通量、迂回路の有無 
・空き地 
③土質状況、地下水位 
④地下埋設物、地上の支障物件（架空線等） 

開削工法適用の検

Yes 

河川、鉄道の 

横断は無いか 

No 

Yes 

掘削深 3.8m 未満 

道路交通上の 

支障は無いか 

No 

No 

Yes 

Yes 

推進工法適用の検

工事費は最小か 

開削工法を採用す

No 

No 

No 

Yes 

Yes 

Yes 

Yes 

※路線上のマンホール箇所に対して検討を

行い立坑配置理由を明確にする 

平面線形、縦断線形を見直す 

推 進 工 法 の 選 定 

掘削方式の選定で考慮する条件 

①管径、管種、延長 

②対象土質（粘性土、砂質土、礫質土等） 

③地下水（水圧） 

④礫径、礫混入率 

参考文献から選定可能な工法を抽出 

No 

立坑配置が可能か 

Yes 

P2-51 立 坑 工 法 の 選 定 P2-74

①土質（粘性土、砂質土、礫質土等） 
②地下水 
③作業用地 
④搬出入路 
⑤支障物件（地下埋設物、架空線、構造物）

⑥周辺環境への影響 
⑦経済性 
⑧補助工法 

※①～⑧について検討を行い適用可能な工法

を抽出し、2 工法以上の場合は経済比較

を行い適用工法を選定する 

推進工法の決定 

①推進工法の施工性の比較 
②推進工法の精度の比較 
③工法の市場性の比較 
④経済比較 

工 法 の 比 較 検 討

立坑条件による推進工法の選定 P2-51 

①マンホール設置に必要な寸法 
②推進工事に必要な寸法 
③立坑箇所で設置可能な寸法 
・地下埋設物 
・道路幅員 
・交通規制（片側通行、交通止め、夜間施工） 
・迂回路の確保 
・立坑築造に必要な作業用地の確保 

※①～③を満足する最小の立坑寸法で施工可 

能な工法を選定する 

該当工法が２工法 

以上か 

No

Yes 

※比較検討書を作成し決定根

拠を明確にする 

開削工法による振動 

騒音の影響は無いか 

地盤沈下等の発生

の問題は無いか 

施工可能な土被り

であるか 

No

1 スパンが施工可能

な延長、線形である

No

Yes

Yes

立 坑 配 置 の 検 討 

①立坑設置箇所の交通状況 

②騒音、振動による周辺環境への影響 

③作業用地の確保 

④立坑設置に支障となる地下埋設物 

⑤立坑築造、推進工事に支障となる地上物件

P2-55

地上からの掘削が 

困難になる地下埋設物

の輻輳
ふくそう

は無いか 

No
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３－１－５ 山 留 工 の 設 計  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                                             
                                                                        
 

注）「トンネル標準示方書（開削工法編）・同解説」：(社)土木学会 

「第 86条 掘削底面の安定」参照 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
    ※は、別途設計根拠を明記すること。 

施 工 条 件 の 整 理 

①掘削深 
②土質（粘性土、砂質土、礫質土等） 
③地下水位 
④作業用地 
⑤搬出入路 
⑥支障物件（地下埋設物、架空線、構造物） 
⑦交通状況、道路幅員 
⑧周辺環境 

施工可能な工法の抽出 P2-73

施工可能な工法選定フロー（掘削深 1.5m～3.8m）

より施工可能な工法を抽出する 

施工環境、埋設物等に対する影響から採用可能な

工法の抽出 
※周辺環境、搬出入路、道路状況等を検討し、当該

箇所で施工可能なことを確認する 
※地下埋設物、周辺家屋等に対する影響が無いこと

を確認する 
※補助工法を併用する場合はその根拠を明確にする 

※掘削深、地下水の有無、土質（軟弱土、普通土）

の条件にから工法の抽出根拠を明確にする 
※補助工法を併用する場合はその根拠を明確にする 

仮設構造計算 P2-76

設計条件の整理 

①形状、寸法 
②掘削深 
③土質 
④土質定数 
⑤地下水位 

抽出された工法が 2工法以上 抽出された工法の経済比較 

山留工法の決定 

No

Yes

軽量鋼矢板工法に決定
No 

下水道標準構造図集を参考に部材、形状、

寸法を決定する  

Yes

・山留壁断面の設定 
・支保工断面の設定 
・補助工法の設定（必要に応じて）

路面覆工の計算

根入れ部の安定計算 

山留壁断面の計算 

掘削底面付近が難透水層（底盤改良を

含む）、水頭の高い透水層の順で構成

されている場合は盤ぶくれ
．．．．

注)の検討を

行う 

ボイリング、ヒービングの検討

許容値を満足するか

許容値を満足するか

No

支保工断面の計算 

許容値を満足するか

No

No

Yes

Yes

Yes

Yes

各部材の決定

仮設構造計算書を作成し、計算条件、

計算式、計算結果を明確にする 



３
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１
－

６
 

薬
液

注
入

工
の

設
計

 
                         

 
 
 

 
 
 

 
 

※
は
、
別
途
設
計
根
拠
を
明
記
す
る
こ
と
。
 

 

3-7

注
入
工
法
の
選
定
 

P
2
-
8
4 

以
下
の
条
件
を
基
に
、
薬
液
注
入
方
式
の

選
定

フ
ロ

ー
に

よ
り

注
入

工
法

を
選

定
す

る
 

・
対
象
地
盤
 

・
改
良
深
度
 

・
工
事
の
重
要
度
 

・
施
工
条
件
 

・
周
辺
環
境
 

※
薬

液
注

入
方

式
の

選
定

フ
ロ

ー
(P
2
-
84
)

に
拠
り
が
た
い
場
合
は
、
別
途
選
定
根
拠

を
明
記
す
る
こ
と
 

改
良
範
囲
の
決
定
 

P
2
-
8
6 

改
良

範
囲

の
概

略
形

状
を

参
考

に
地

質

調
査
結
果
を
基
に
計
算
に
よ
り
決
定
す
る
 

 

※
計
算
条
件
、
計
算
式
、
計
算
結
果
を
明
記

し
た
計
算
書
を
作
成
し
、
決
定
根
拠
を
明

記
す
る
 

注
入
量
の
決
定
 

P
2
-
8
9 

①
注
入
率
 

・
土
質
試
験
及
び
参
考
文
献
よ
り
 

②
注
入
本
数
 

・
P
5
-7
0
注
入
本
数
の
算
出
例
に
従
い
 

注
入
本
数
を
算
出
す
る
 

※
注
入
率
を
別
途
設
定
す
る
場
合
は
、
根
拠

を
明
記
す
る
こ
と
 

※
注
入
本
数
は

、
作
図
を
行
い
決
定
根
拠
を

明
確
に
す
る
こ
と
 


